
第46期 定時株主総会

招集ご通知
2025年７月１日〜2026年６月30日

開催日時

開催場所

2026年9月23日（水曜日）
午前10時（開場午前９時）

神奈川県横浜市青葉区荏田西二丁目１番３号
当社本社 １階イベントホール
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

株主総会でのお土産のご用意はございませんの
で、予めご了承ください。

決議事項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役１名選任の件
第３号議案 監査役３名選任の件
第４号議案 補欠監査役１名選任の件
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証券コード 2481
2026年8月28日

（電子提供措置の開始日2026年8月27日）
株 主 各 位

神奈川県横浜市青葉区荏田西二丁目１番３号
株式会社 タウンニュース社
代表取締役会長兼社長 宇 山 知 成

第46期定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
さて、当社第46期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申しあげます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブ

サイトに「第46期定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載しております。

当社ウェブサイト
https://www.townnews.co.jp/corporate/irnews.html にアクセスし、

「IRニュース」の「2026年定時株主総会招集ご通知」をご覧ください。

また、上記のほか、東京証券取引所のウェブサイト（東証上場会社情報サービス）にも掲
載しておりますので、以下の東証ウェブサイトへアクセスして、銘柄名（会社名）「タウン
ニュース社」または証券コード「2481」で検索いただき、「基本情報」、「縦覧書類／PR情
報」を順に選択してご確認ください。

東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

なお、当日ご出席されない株主様は、書面またはインターネット等によって議決権を行使
することができますので、お手数ながら電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検
討のうえ、３頁から４頁の記載に従って、2026年9月18日（金曜日）午後6時までに議決
権をご行使くださいますようお願い申し上げます。

敬 具
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記
１．日 時 2026年９月23日（水曜日）午前10時
２．場 所 神奈川県横浜市青葉区荏田西二丁目１番３号

当社本社 １階イベントホール
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目的事項
報告事項 第46期（2025年７月１日から2026年６月30日まで）事業報告及び計算書類

報告の件
決議事項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役１名選任の件
第３号議案 監査役３名選任の件
第４号議案 補欠監査役１名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあ

げます。
議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとして取り扱わせて

いただきます。
当日の受付開始は午前９時を予定しております。
株主総会でのお土産のご用意はございませんので、予めご了承ください。
なお、電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させていただ

きます。



議決権行使についてのご案内
■ 株主総会にご出席いただける場合

当日ご出席の際は、お手数ながら本招集ご通知をご持参いただくとともに同封
の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。

2026年９月23日（水曜日）午前10時開催日時

次頁のインターネット等による議決権行使のご案内をご高覧の上、画面の案内
に従って、賛否を入力してください。

■ 株主総会にご出席いただけない場合

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご記入いただきご送付ください。
議決権行使書において、各議案につき賛否の表示のない場合は、賛成の意思表
示をされたものとして取り扱わせていただきます。

2026年９月18日（金曜日）午後６時必着

2026年９月18日（金曜日）午後６時まで

行使期限

書面による議決権行使

行使期限

インターネット等による議決権行使

スマートフォンをご利用の株主様
スマートフォンでの議決権行使は、「ログインID」「仮パスワード」の入力が不要になりました！
同封の議決権行使書用紙副票（右側）に記載された「ログイン用QRコード」を読み取りいただ
くことで、ログインいただけます。
※QRコードは㈱デンソーウェーブの登録商標です。
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インターネット等による議決権行使のご案内

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。

https://evote.tr.mufg.jp/

議決権行使ウェブサイト

■  インターネットより議決権を行使される場合
は、郵送によるお手続きは不要です。

■  郵送とインターネットにより、二重に議決権
行使をされた場合は、インターネットによる
議決権行使の内容を有効として取り扱わせて
いただきます。

■  インターネットにより、複数回数にわたり議
決権行使をされた場合は、最終に行われた議
決権行使の内容を有効として取り扱わせてい
ただきます。

■  議決権行使サイトへのアクセスに際して発生
する費用（インターネット接続料金等）は、
株主様のご負担となります。

 ご注意事項

インターネットによる議決権行使は、スマートフォンまたはパソコン等から議決権行使ウェブサイ
トにアクセスいただき、画面の案内に従って行使していただきますようお願いいたします。

三菱UFJ信託銀行株式会社
証券代行部（ヘルプデスク）

ふ0120-173-027
（通話料無料、受付時間：9：00～21：00）

議決権行使サイトの操作方法に関する
お問い合わせについて

議決権行使ウェブサイトにアクセスする1

「次の画面へ」をクリック

お手元の議決権行使書用紙の副票（右側）に記載された
「ログインID」および「仮パスワード」を入力2

「ログイン」をクリック
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事 業 報 告
（2025

2026
年
年

７
６

月
月

１
30

日から
日まで）

１．会社の現況に関する事項
（1）当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果
当事業年度におけるわが国経済は、企業収益や雇用環境の改善を背景に、景気は緩やか

な回復傾向を継続しました。しかしながら、欧州や中東における地政学的リスクの高まり
に伴うエネルギー価格の上昇に加え、これらを起因とする物価高の長期化による影響など
先行きは懸念材料も多く、依然として不透明な状況が続いております。
このような経営環境のもと、当社では基本ビジョンである「『地域情報紙を発行する会

社』から『地域情報紙も発行する総合情報企業』へ」を実現すべく、各事業の拡大と深耕
に取り組んでまいりました。
コア事業である紙面関連事業では、地域に密着する当社だからこそ捉えられる街のニュ

ースや身近な話題に加え、「こどもタウンニュース」の定期発行化、「求人」「防災・安全」
などの地域課題や地元イベントに関する企画や特別号、各種周年記念号、スポーツ関連特
別号など、通常発行号だけでなく多様なテーマの紙メディア展開により、地域コミュニテ
ィの活性化と収益の安定的確保に努めてまいりました。一方、地域における人口減及び新
聞購読者層の構造変化に対応し、発行版の再編や、発行部数の見直しを適宜進めました。
デジタル事業においては、引き続き「タウンニュース for LINE」、「メール版タウンニ

ュース」の登録者数拡大に努めたほか、デジタル編集室を設置しWeb版記事の充実化、
キュレーションサイトへの記事配信強化などを進めました。このほか自治会町内会活動を
支援するまちづくり応援サイト「JichiCa（ジチカ）」を2026年４月に開設し、地域コミ
ュニティのデジタル移行支援に着手いたしました。これにより地域活動の活性化ならびに
課題解決による地域社会の発展と新規事業を通じた価値創造に取り組んでまいりました。
非紙面事業におきましては、自治体が実施する各種プロポーザルにおいて引き続き実績

を積み重ねたほか、リニューアルオープンした「秦野市文化会館（クアーズテック秦野カ
ルチャーホール）」ではこれまで培ってきたノウハウを活かして大規模イベントを成功に
導きました。また、事業開始から１年が経過した「小田原市民ホール（愛称：小田原三の
丸ホール）」では安定した施設運営との評価を頂いており、「茅ヶ崎公園体験学習センター
（愛称：うみかぜテラス）」を含めた指定管理事業は順調に推移いたしました。これらに加
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え地域における個々のニーズに対応すべく、記念誌や自費出版物、防犯・防災をはじめと
する各種グッズの開発・販売、ホームページ制作などの需要にも丁寧に対応してまいりま
した。
こうした各種施策を強力に推進した結果、PPP（公民連携）関連事業やプロポーザル案

件、デジタル事業などの非紙面売上が全体を牽引し、売上高は過去最高を更新いたしまし
た。利益につきましても、原材料や諸経費の値上がり、並びに人件費の増加があったもの
の、大幅な増収効果によってこれを吸収いたしました。この結果、営業利益・経常利益・
当期純利益のいずれも前事業年度を上回る増益となりました。
以上の結果、当事業年度の業績は、売上高3,987百万円（前年同期比8.4％増）、営業利

益593百万円（同28.4％増）、経常利益668百万円（同13.9％増）、当期純利益454百万
円（同16.8％増）となりました。
なお、子会社の「株式会社タウンニュース・ロコ」ならびに「株式会社タウンニュー

ス・ヒューマンキャピタル」は、いずれも資産・売上・利益等の状況から重要性が低いた
め、連結計算書類は作成しておりません。
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② 設備投資の状況
当事業年度において実施いたしました当社の設備投資の総額は27,699千円であり、そ

の主なものは、次のとおりであります。
イ．建物 南矢名エレベーター制御装置他更新 1,613千円
ロ．ソフトウエア WEBサイトリニューアル 17,882千円

③ 資金調達の状況
当社は、当事業年度において資金調達は行っておりません。

④ 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
該当事項はありません。

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況
該当事項はありません。

⑥ 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
該当事項はありません。

⑦ 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況
該当事項はありません。
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（2）財産及び損益の状況

区 分 第43期
2023 年 ６ 月 期

第44期
2024 年 ６ 月 期

第45期
2025 年 ６ 月 期

第46期(当期)
2026 年 ６ 月 期

売 上 高 (千円) 3,692,545 3,736,173 3,677,022 3,987,635

経 常 利 益 (千円) 621,210 686,107 587,153 668,611

当 期 純 利 益 (千円) 430,000 492,579 389,136 454,490

１株当たり当期純利益 (円) 77.89 89.23 70.49 82.33

総 資 産 (千円) 4,976,953 5,440,614 5,792,005 6,463,133

純 資 産 (千円) 4,351,676 4,800,325 5,108,088 5,674,246

１株当たり純資産額 (円) 788.26 869.53 925.27 1,027.83
（注）１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当たり純資産額は、

自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しております。

（3）重要な親会社及び子会社の状況
該当事項はありません。

（4）会社が対処すべき課題
当社の属するフリーペーパー業界はデジタルメディア化が一層進む中、媒体の選別化や価

格競争が恒常化するなど、特に紙媒体においては引き続き厳しい環境が続いております。
こうした状況の下、当社の対処すべき課題及び対処策は以下のとおりです。
① 有能な人材の確保・育成

少子化が進むなか、質の高い新卒社員や即戦力となる中途採用者を確実に確保するこ
とは大変重要です。当社としては、自社の会社説明会開催や仕事体験会の実施、合同企
業説明会への参加、各大学・専門学校への訪問、インターンシップ生の積極的な受入れ
のほか、タウンニュース紙面、ホームページ、求人専門サイト等においても、幅広く採
用活動を展開させてまいります。同時にこれらの採用者を早期に着実に戦力化する教育
プログラムの拡充を図るため「未来戦略ＨＲ室」を設置しており、人材の確保・育成に
資する各種施策の拡充に努めてまいります。
また、総労働時間の抑制をはじめとする各種働き方改革を恒常的に進め、求職者等に

選ばれる企業づくりに努めてまいります。
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② 新聞購読率低下への対応
昨今、新聞の購読率の低下が顕著であり、新聞折込の形でタウンニュース紙面を配布

している当社としても、その影響を看過できない状況が現出しております。引き続き、
新聞購読者層や折込状況の把握に努めながら、各種施設等への配架をはじめとする新聞
折込を補う配布方法の開発・開拓を進めるとともに、「Ｗeb版タウンニュース」や「政
治の村」「ＲareＡ(レアリア)」「メール版タウンニュース」「タウンニュース for LINE」
などデジタルメディアとの複合的情報発信を推進してまいります。

③ 紙代等コスト上昇への対応
昨今の世界的な資源高やウクライナ・中東情勢等の影響、保護主義の台頭などにより

輸入品価格が上昇し、あらゆる物の値段が上がっております。
紙媒体を主力事業とする当社にとって、とりわけ用紙代の価格上昇は業績に与える影

響が大きく、看過することはできません。こうしたリスクに対し、最適用紙選定に向け
た取り組みを恒常的かつ機動的に行っていくとともに、紙面以外のデジタル配信の更な
る展開を進めてまいります。

（5）主要な事業内容（2026年６月30日現在）
・タウンニュースの発行
・各種デジタル事業
・地域プロデュース、PPP（公民連携）事業
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（6）主要な営業所等（2026年６月30日現在）
① 本 社 神奈川県横浜市青葉区荏田西二丁目１番３号

② 事業所 秦野支社他13拠点

（7）従業員の状況（2026年６月30日現在）
従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

187名 4名減 39.5歳 13.10年
（注）上記従業員数には、パートタイマー60名は含まれておりません。

（8）主要な借入先の状況（2026年６月30日現在）
該当事項はありません。

（9）その他会社の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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２．会社の状況に関する事項
（1）株式の状況（2026年６月30日現在）

① 発行可能株式総数 12,034,000株
② 発行済株式の総数 5,575,320株
③ 株主数 1,568名
④ 大株主（上位10名）

株 主 名 所 有 株 数 持 株 比 率
株 式 会 社 カ ネ マ ス 2,220,000株 40.21％
大 津 勝 美 557,000株 10.08％
宇 山 忠 男 400,000株 7.24％
宇 山 知 成 400,000株 7.24％

光通信ＫＫ投資事業有限責任組合 360,000株 6.52％

タ ウ ン ニ ュ ー ス 社 社 員 持 株 会 208,620株 3.77％

ＵＨ Ｐａｒｔｎｅｒｓ２投資事業有限責任組合 189,400株 3.43％

株 式 会 社 Ｅ Ｐ Ａ Ｒ Ｋ 65,200株 1.18％

関 谷 幸 平 60,300株 1.09％

光 通 信 株 式 会 社 55,700株 1.00％
（注）１．当社は、自己株式を54,697株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

（2）新株予約権等の状況
該当事項はありません。
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（3）会社役員の状況
① 取締役及び監査役の状況（2026年６月30日現在）

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況
取 締 役 会 長 兼 社 長
（代 表 取 締 役） 宇 山 知 成

取 締 役 執 行 役 員 露 木 敏 博 プロモーション事業部門監理役員

取 締 役 執 行 役 員 北 原 健 祐 タウンニュース事業部門監理役員

取 締 役 秋 山 純 夫 有限会社一の家
代表取締役社長

取 締 役 岸 井 幸 生

税理士法人LBAパートナーズ
代表社員
LBAアドバイザリー株式会社
代表取締役
Delta-Fly Pharma株式会社
社外取締役
岸井幸生公認会計士事務所 所長

常 勤 監 査 役 宮 下 耕

監 査 役 栗 原 和 子 クオン社会保険労務士法人
代表社員

監 査 役 薮 田 直 秀 ヤブタ塗料株式会社
代表取締役社長

（注）１．取締役秋山純夫氏及び岸井幸生氏は、社外取締役であります。
２．当事業年度中における取締役及び監査役の異動は次のとおりであります。

2025年9月24日開催の第45期定時株主総会終結の時をもって
小野淳氏は任期満了により取締役を退任いたしました。

３．監査役栗原和子氏及び薮田直秀氏は、社外監査役であります。
４．当社は、取締役岸井幸生氏、監査役薮田直秀氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定

し、同取引所に届け出ております。
5. 独立役員の届け出をしておりました 取締役 秋山純夫氏は、2026年７月10日に逝去され、同日を

もって取締役を退任となっております。
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② 当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等
イ．取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社は、2021年2月5日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に
係る決定方針を決議しており、その概要は、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職
責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針とし、具体的には、業務執行取締役の報
酬は、固定報酬としての基本報酬、業績連動報酬等により構成し、監督機能を担う社外
取締役については、その職務に鑑み、基本報酬のみを支払うこととしています。当社の
取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、在任年数に応じて他社水準、
当社の業績、従業員給与の水準をも考慮しながら、総合的に勘案して決定するものとし
ています。業績連動報酬等は、事業年度ごとの業績向上に対する意識を高めるため、各
事業年度の営業利益の目標値に対する達成度合いに応じて算出された額を基本報酬に上
乗せして支給することとしています。業務執行取締役の種類別の報酬割合については、
当社と同程度の事業規模や関連する業種・業態に属する企業をベンチマークとする報酬
水準を踏まえ、取締役会決議に基づき代表取締役社長が委任を受け決定するものとし、
取締役会は、該当権限が代表取締役社長によって適切に行使されるよう、社外取締役の
意見も十分に取り入れ原案を審議し意見を表明し、委任を受けた代表取締役社長は意見
の内容を尊重して決定します。
当事業年度におきましては、取締役の金銭報酬について取締役会において代表取締役

会長兼社長宇山知成に個人報酬の具体的な内容の決定を委任する旨の決議を行い、代表
取締役会長兼社長において決定を行っております。
代表取締役会長兼社長に委任した理由は、当社の業績を俯瞰しつつ各取締役の評価を

行うには代表取締役会長兼社長が最も適していると判断したためであり、株主総会で承
認された報酬額の範囲内で、社外取締役の意見も十分に取り入れ取締役会で審議し決定
したものであり、取締役会はその内容は決定方針に沿うものであると判断しておりま
す。

ロ．役員の報酬に関する株主総会の決議に関する事項
取締役の報酬限度額は、2003年９月26日開催の第23期定時株主総会決議において

年額153,540千円以内と決議いただいております。当該定時株主総会終結時点での取
締役の員数は9名です。
監査役の報酬限度額は、2017年９月27日開催の第37期定時株主総会決議において

年額15,000千円以内と決議いただいております。当該定時株主総会終結時点での監査
役の員数は3名です。
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ハ．取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 報酬等の総額
報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる

役員の員数固定報酬 業績連動報酬
取 締 役
（う ち 社 外 取 締 役）

84,198千円
（ 2,400千円）

84,198千円
（ 2,400千円） ー 6名

（2名）
監 査 役
（う ち 社 外 監 査 役）

8,760千円
（ 2,400千円）

8,760千円
（ 2,400千円） ー 3名

（2名）

合 計 92,958千円 92,958千円 ー 9名

③ 社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

取締役秋山純夫氏は、有限会社一の家の代表取締役社長を兼務しております。なお、
当社と有限会社一の家との間には、第46期中に53万円程度の広告掲載等の取引があり
ます。
取締役岸井幸生氏は税理士法人LBAパートナーズの代表社員、岸井幸生公認会計士事

務所の所長及びLBAアドバイザリー株式会社の代表取締役を兼務しており、Delta-Fly
Pharma株式会社の社外役員を兼務しておりますが、当社と兼務先の各法人との間に特
別な関係はありません。
監査役栗原和子氏は、クオン社会保険労務士法人の代表社員を兼務しております。当

社とクオン社会保険労務士法人との間には、第46期中に5万円程度の広告掲載の取引が
あります。
監査役薮田直秀氏は、ヤブタ塗料株式会社の代表取締役社長を兼務しております。当

社とヤブタ塗料株式会社との間には、第46期中に34万円程度の広告掲載の取引があり
ます。
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ロ．当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 出席状況及び発言状況及び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取 締 役 秋 山 純 夫

当事業年度に開催された取締役会18回のうち11回に出席
いたしました。長年にわたる企業経営の豊富な経験と実績
をいかし、経営から独立した客観的・中立的な立場から、
取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発
言を行っております。また、企業経営者としての高い見識
を持って、経営から独立した客観的・中立的な立場から、
適宜当社経営陣への助言を行っております。

取 締 役 岸 井 幸 生

当事業年度に開催された取締役会18回のうち17回に出席
いたしました。公認会計士及び税理士としての豊富な経験
と、財務及び会計に関する幅広い専門的見地から、取締役
会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行
っております。また、経営から独立した客観的・中立的な
立場から、適宜当社経営陣への助言を行っております。

監 査 役 栗 原 和 子

当事業年度に開催された取締役会18回のうち16回に出席
いたしました。また、監査役会14回のうち13回に出席い
たしました。特定社会保険労務士としての専門的見地か
ら、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するため
の発言を行っております。また、監査役会において、当社
の内部統制監査について適宜必要な発言を行っておりま
す。

監 査 役 薮 田 直 秀

当事業年度に開催された取締役会18回のうち17回に出席
いたしました。また、監査役会14回のうち13回に出席い
たしました。長年にわたる企業経営の豊富な経験と実績を
いかし、経営から独立した客観的・中立的な立場から、取
締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言
を行っております。また、監査役会において、当社の内部
統制監査について適宜必要な発言を行っております。
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３．会計監査人の状況
（1）会計監査人の名称

明星監査法人

（2）会計監査人の報酬等の額
支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 15,000千円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 15,000千円
（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明

確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を
記載しております。

２．当社監査役会は、会計監査人の報酬について、会計監査人より必要な資料の入手、報告を受けた上で、報酬見積りの算出
根拠について確認し、会計監査人としての業務内容、監査体制等を考慮した結果、上記の会計監査人の報酬等の額は適切
であると判断し、これに同意いたしました。

（3）会計監査人の解任または不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場

合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたし
ます。
また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認

められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監
査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任
した旨及びその理由を報告いたします。
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４．業務の適正を確保するための体制
（1）当社取締役会における決議内容の概要

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業
務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。
①取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

当社は、全役職員が法令及び定款、その他業務上定められた全ての規程・規則類を遵守
し、社会規範、企業倫理に基づき行動するため、そのとるべき行動の基準・規範を示した
コンプライアンスマニュアルを制定する。
また、社長直轄の「コンプライアンス委員会」を設置し、全ての役職員が公正で高い倫

理観に基づいて行動し、広く社会から信頼される経営体制を確立する。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務の執行に係る情報については、法令及び「文書管理規程」等に基づき、文

書または電磁的媒体に記録し、その記録媒体に応じて適切かつ確実に検索性の高い状態で
保存・管理することとし、保存期間に応じた閲覧可能な状態を維持する。

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制
業務執行に係るリスクに関しては、各関係部署がそれぞれ予見されるリスクの分析と識

別を行い、リスク管理体制を明確化し、必要な対応を行う。
重要な経営課題に関しては、取締役会に上程し、リスクの予測と対応策を審議する。

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、定例の取締役会を開催す

るほか、必要に応じて臨時に取締役会を開催する。
また、決裁に関する「職務権限規程」及び「業務分掌規程」に基づき、担当役員は経営

計画に基づいた各部署が実施すべき具体的施策及び効率的な業務執行体制を決定し、これ
を取締役会に報告する。取締役会は施策及び効率的な業務執行体制を阻害する要因の分析
とその改善を図る。
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⑤当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
イ．子会社取締役らの親会社への報告体制

子会社取締役らは、当社の担当取締役に業務執行状況について報告する。重要な案件
については事前に充分な協議をした上で、当社の取締役会の承認を要するものとする。

ロ．子会社の損失危険管理体制
子会社取締役らは、当社及び子会社の経営に重大な影響を及ぼす事態が発生若しくは

その恐れが生じた場合は、当社の担当取締役に報告する。
当社は、当社社長の指揮のもと、必要に応じて責任者を任命し、危機管理に対応す

る。
ハ．子会社の取締役らの効率確保体制

子会社の取締役らの職務の執行が効率的に行われることを確保するため、定例の取締
役会を開催するほか、必要に応じて臨時に取締役会を開催する。
子会社の取締役会は、取締役、使用人による意思決定と職務の執行についての責任及

び権限を明確にし、組織間の役割分担と連携を確保するとともに、効率的な業務執行体
制を阻害する要因の分析とその改善を図る。

ニ．子会社の取締役らの法令･定款遵守体制
子会社にコンプライアンス担当取締役を選任させ、取締役・使用人一体となった法

令・定款遵守体制を図る。万が一、これに違反する重要な事実を子会社の取締役らが発
見した場合、当該子会社の担当取締役を経由して当社社長、コンプライアンス担当取締
役及び監査役に報告する。当社社長は必要に応じて責任者を定め、事態の収拾、再発防
止策の立案、取締役会への報告を行う。

⑥監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項と当該使用人の取締役からの独立性及び指
示の実効性の確保に関する事項
監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、使用人を置くこととす

る。任命された使用人への指揮権は監査役に移譲されたものとし、取締役からの独立性を
確保する。
また、任命された使用人は、その職務にあたっては、監査役の指示に従い、取締役及び

上長等の指揮・命令を受けないものとする。
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⑦取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に関する体制
監査役は、当社の取締役会、経営会議、部署長全体会議、その他の重要な会議に出席

し、取締役及び使用人から重要事項の報告を受ける体制とする。
また、取締役及び使用人は、当社の監査役の要請に応じて必要な報告及び情報の提供を

行うとともに、重大・緊急な事由が発生した場合は、取締役及び使用人は遅滞なく監査役
に報告をする。
子会社の取締役、監査役、使用人は、当社の監査役の要請に応じて必要な報告及び情報

の提供を行うとともに、重大・緊急な事由が発生した場合は、遅滞なく監査役に報告をす
る。

⑧監査役への報告者が不利益な取り扱いを受けないことを確保するための体制
当社は、当社及び子会社の役職員らが、当社監査役への報告を行ったことを理由とし

て、いかなる不利益な取り扱いをしてはならないものとし、その旨を当社及び子会社の役
職員に周知する。

⑨監査役の職務の執行について生ずる費用等の処理に係る方針に関する事項
当社は、監査役が職務の執行について生ずる費用の前払い等を請求した場合、当該請求

等が必要でないことを証明した場合を除いて速やかに当該費用の処理を行うものとする。

⑩その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査役が監査の実効性を高めるため、取締役と意見交換を実施するほか、内部監査室及

び会計監査人と情報交換を行い、その他必要に応じて弁護士等を活用できるものとする。
また、「監査役監査基準」及び「監査役会規程」に基づく独立性と権限により監査の実効性
を確保する。

⑪財務報告の適正性を確保するための体制
代表取締役の指示のもと、財務報告に係る内部統制システムを構築し、運用・評価する

ことにより、財務報告の記載内容の適正性を担保し、財務報告の信頼性を確保する。ま
た、財務報告の適正性を確認し、開示するための手続きを実施する。
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⑫反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
当社は、経営理念及び行動規範に基づき、社会的秩序や健全な企業活動を脅かす反社会

的勢力及び団体とは一切の関わりを持たず、不当な要求に対しては組織として毅然とした
姿勢で対応することを基本的な考え方とする。
「反社会的勢力への対応マニュアル」において、反社会的勢力との関係遮断を明文化し

て周知徹底を図るとともに、事案発生時には警察や弁護士と連携し、適切に対処する体制
を構築する。
社内研修を通じて、反社会的勢力に対しては毅然とした態度で臨み、これを断固として

排除するという意識を役職員全体に浸透させる。

（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当社は、「内部統制システム構築の基本方針」を継続的に取組むべき基本方針ととらえ、

適宜、内容の見直し検討を行っております。また、毎月コンプライアンス委員会を開催し、
問題事案の検討及び改善策・再発防止策の協議を行い、その結果は取締役会へ報告しており
ます。そのほか、四半期毎に各部署において、コンプライアンスについて意識の浸透を図る
とともに、その遵守状況の確認を実施しております。
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貸 借 対 照 表
（2026年６月30日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部

科 目 金 額
流 動 資 産 2,964,872
現 金 及 び 預 金 2,494,824
売 掛 金 250,547
有 価 証 券 40,000
仕 掛 品 23,485
前 払 費 用 34,441
預 け 金 100,422
そ の 他 の 流 動 資 産 21,402
貸 倒 引 当 金 △250

固 定 資 産 3,498,260
有 形 固 定 資 産 909,035
建 物 499,875
構 築 物 824
機 械 及 び 装 置 0
車 両 運 搬 具 3,724
工 具 器 具 備 品 22,863
土 地 381,747
無 形 固 定 資 産 85,038
ソ フ ト ウ ェ ア 81,357
その他の無形固定資産 3,681
投 資 そ の 他 の 資 産 2,504,186
投 資 有 価 証 券 1,675,216
関 係 会 社 株 式 41,683
長 期 前 払 費 用 608
投 資 不 動 産 190,482
保 険 積 立 金 150,735
長 期 預 金 435,000
そ の 他 の 投 資 等 11,934
貸 倒 引 当 金 △1,474

資 産 合 計 6,463,133

負 債 の 部
科 目 金 額

流 動 負 債 548,247
買 掛 金 68,698
未 払 金 68,218
未 払 費 用 89,408
未 払 法 人 税 等 127,503
未 払 消 費 税 等 48,812
契 約 負 債 75,567
預 り 金 21,443
賞 与 引 当 金 24,255
そ の 他 の 流 動 負 債 24,340

固 定 負 債 240,639
長 期 未 払 金 13,500
退 職 給 付 引 当 金 85,105
繰 延 税 金 負 債 132,641
そ の 他 の 固 定 負 債 9,392

負 債 合 計 788,886
純 資 産 の 部

株 主 資 本 5,272,278
資 本 金 501,375
資 本 剰 余 金 481,670
資 本 準 備 金 481,670

利 益 剰 余 金 4,303,686
利 益 準 備 金 36,862
そ の 他 利 益 剰 余 金 4,266,823
別 途 積 立 金 1,500,000
繰 越 利 益 剰 余 金 2,766,823

自 己 株 式 △14,454
評 価 ・ 換 算 差 額 等 401,967

その他有価証券評価差額金 401,967
純 資 産 合 計 5,674,246
負 債 ・ 純 資 産 合 計 6,463,133
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損 益 計 算 書
（2025

2026
年
年

７
６

月
月

１
30

日から
日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 3,987,635

売 上 原 価 1,373,528

売 上 総 利 益 2,614,106

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,020,345

営 業 利 益 593,761

営 業 外 収 益 81,802

営 業 外 費 用 6,952

経 常 利 益 668,611

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 5,932 5,932

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 186 186

税 引 前 当 期 純 利 益 674,357

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 212,238

法 人 税 等 調 整 額 7,628 219,866

当 期 純 利 益 454,490
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株主資本等変動計算書
（2025

2026
年
年

７
６

月
月

１
30

日から
日まで）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 資本剰余金
合 計 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計別途積立金 繰越利益

剰 余 金

2025年７月１日期首残高 501,375 481,670 481,670 36,862 1,500,000 2,422,745 3,959,608

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △110,412 △110,412

当 期 純 利 益 454,490 454,490

株 主 資 本 以 外 の 項 目
の 当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 344,078 344,078

2026年６月30日期末残高 501,375 481,670 481,670 36,862 1,500,000 2,766,823 4,303,686

株 主 資 本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本
合 計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

2025年７月１日期首残高 △14,454 4,928,200 179,887 179,887 5,108,088

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △110,412 △110,412

当 期 純 利 益 454,490 454,490

株 主 資 本 以 外 の 項 目
の 当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 222,079 222,079 222,079

当 期 変 動 額 合 計 344,078 222,079 222,079 566,158

2026年６月30日期末残高 △14,454 5,272,278 401,967 401,967 5,674,246
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注記事項
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券……償却原価法（定額法）
子会社株式及び関連会社株式……………総平均法による原価法
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの………期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は総平均法により算出）
市場価格のない株式等……………………総平均法による原価法

（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法
仕掛品……………………個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）によっております。

（3）固定資産の減価償却方法
①有形固定資産及び
投資不動産………………定率法

（リース資産を除く） ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに、
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法によ
っております。
なお、主な耐用年数は建物８〜52年、工具器具備品３〜15年であります。

②無形固定資産……………
（リース資産を除く）

定額法
なお、主な耐用年数は自社利用ソフトウェア５年であります。

（4）引当金の計上基準
貸倒引当金………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見
込額を計上しております。

賞与引当金………………従業員の賞与の支給に充てるため、将来の支給見込額のうち当事業年度負担額を
計上しております。

退職給付引当金…………従業員の退職給付に備えるため、事業年度末における退職給付債務見込額及び年
金資産残高に基づき計上しております。

（5）重要な収益及び費用の計上基準
①タウンニュース事業に係る収益
タウンニュース事業においては、主に顧客からの受注に基づき制作した広告を掲載したタウンニュース紙を
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発行する履行義務を負っていることから、当該地域に紙面を発行した時点で収益を認識しております。ま
た、取引の対価は履行義務を充足してから主として１年以内に受領しており、重要な金融要素は含んでおり
ません。
②その他事業に係る収益
Web関連売上については、主に顧客からの受注に基づき制作した広告をWebサイトに掲出する履行義務を
負っていることから、Webサイトに広告が掲出された時点で収益を認識しております。その他プロモーシ
ョンに関しては、主に顧客からの契約に基づき委託された業務を全て遂行する履行義務を負っていることか
ら、契約した委託業務が完了した時点で収益を認識しております。また、取引の対価は履行義務を充足して
から主として１年以内に受領しており、重要な金融要素は含んでおりません。

２．会計方針の変更に関する注記
該当事項はありません。

３．会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りは、計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出しております。当事業
年度の計算書類に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌事業年度の計算書類に重要な影響を
及ぼすリスクがある項目は以下のとおりです。

（１）繰延税金資産の回収可能性
①当事業年度の計算書類に計上した金額
繰延税金資産 ー千円
（繰延税金負債と相殺前） 51,207千円

②計算書類利用者の理解に資するその他の情報
イ．当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法

繰延税金資産は、「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号
2018年2月16日）に定める会社分類に基づき、当事業年度末における将来減算一時差異に対して、
将来の税金負担額を軽減することができる範囲内で計上しております。

ロ．当事業年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
繰延税金資産の回収可能性は将来の課税所得の見積りに依存します。また、課税所得は、現在の環境
も踏まえた事業見通しを基礎として、その時点における合理的な情報等を見積もっており、昨今の環
境変化（資源価格や輸送費等の上昇の継続）がコストの増加へ与える影響度も加味し、売上高の拡大
と徹底したコスト削減から業績回復を見込むといった要素も仮定しております。

ハ．翌事業年度の計算書類に与える影響
上記の仮定に反し、経営環境の更なる悪化等によりその見積りの前提とした条件や仮定に変更が生
じ、課税所得が変動した場合には翌事業年度の計算書類において、繰延税金資産の評価に影響を与え
る可能性があります。
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４．貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額

572,033千円
（2）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 7千円
短期金銭債務 44千円

５．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
営業収益 520千円
営業費用 984千円
営業取引以外の取引による取引高 33,465千円

６．株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当事業年度期首
株 式 数 (株 )

当 事 業 年 度
増加株式数(株 )

当 事 業 年 度
減少株式数(株 )

当 事 業 年 度 末
株 式 数 (株 )

発行済株式

普通株式 5,575,320 ― ― 5,575,320

合計 5,575,320 ― ― 5,575,320

自己株式

普通株式 54,697 ― ― 54,697

合計 54,697 ― ― 54,697

（2）剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額

決 議 株式の種類 配 当 金 の
総額 ( 千円 )

１株当たり
配当額 ( 円 ) 基 準 日 効 力 発 生 日

2025年9月24日
定時株主総会 普通株式 110,412 20 2025年6月30日 2025年9月25日

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決 議 株式の種類 配 当 原 資 配 当 金 の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2026年9月23日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 121,453 22 2026年6月30日 2026年9月24日
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７．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項

当社は、資金運用については短期的な預金を中心に行っており、銀行借入等資金調達は現状はございま
せん。また、預け金につきましても１年以内の返還期日であります。
売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っております。
有価証券及び投資有価証券は地方債、優良企業の社債及び長期保有目的の上場株式が中心であり、また

非上場株式については、年度ごとに財務状態の把握を行っております。
営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。
未払費用、未払消費税等、未払法人税等及び預り金も１年以内の支払期日であります。
長期未払金は、役員退職慰労金の打ち切り支給に係る債務であり、該当する役員の退職時に支給する予

定であります。

（2）金融商品の時価等に関する事項
2026年６月30日（当事業年度の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりであります。
（単位：千円）

貸借対照表計上額（＊） 時価（＊） 差額
（1）有価証券及び投資有価証券 1,523,556 1,515,098 △8,457
（2）長期預金 435,000 432,999 △2,000
（3）長期未払金 （13,500） （11,315） △2,185
（＊）負債で計上されているものについては、（ ）で示しております。

（注１）「現金及び預金」「売掛金」「預け金」「買掛金」「未払金」「未払費用」「未払法人税等」「未払消費税等」
「預り金」については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、記載を省略し
ております。

（注２）非上場株式等（貸借対照表計上額191,660千円）については、市場価格がないため、「（1）有価証券及
び投資有価証券」には含めておりません。
関係会社株式（貸借対照表計上額41,683千円）及び出資金（貸借対照表計上額10千円）については、

市場価格がないため、時価を注記しておりません。

（3）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価算定に係るインプットの観察可能性に応じて、以下の３つのレベルに分類してお
ります。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該

時価算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
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レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算
定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

① 時価をもって貸借対照表計上額とする金融商品
時 価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合 計
有価証券及び投資有価証券

その他有価証券
株 式 1,073,556 ー ー 1,073,556

② 時価をもって貸借対照表計上額としない金融商品
時 価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合 計
有価証券及び投資有価証券

満期保有目的の債券
地方債 ー 58,037 ー 58,037
社 債 ー 383,504 ー 383,504

長期預金 ー 432,999 ー 432,999
長期未払金 ー (11,315) ー (11,315)

（＊）負債で計上されているものについては、（ ）で示しております。

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
有価証券及び投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しており、上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレ
ベル１の時価に分類しております。また、長期の満期保有目的の債券については、取引金融機関から提示さ
れた価格によっており、レベル２の時価に分類しております。

長期預金
長期預金の時価は、新規に同様の預入を行った場合に想定される利率で、元利金の合計額を割り引いて算

出する方法によっており、レベル２の時価に分類しております。
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長期未払金
長期未払金の時価は、長期未払金の支払い予定時期に基づき、国債の利率で割り引いて算出する方法によ

っており、レベル２の時価に分類しております。

８．収益認識に関する注記
（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社はタウンニュース事業の単一セグメントであり、顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、以下
のとおりであります。

当事業年度
タウンニュース掲載売上 2,682,748千円
その他 1,304,886千円
顧客との契約から生じる収益 3,987,635千円
外部顧客への売上高 3,987,635千円
（注）その他は、Webサイトの制作、その他印刷物等、掲載外の合計額であります。

（2）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
「注記事項 １．重要な会計方針に係る事項に関する注記 （5）重要な収益及び費用の計上基準」に記載の
とおりであります。

（3）当事業年度及び、翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報
契約資産及び契約負債の残高等
顧客との契約から生じた債権及び契約債務の残高は以下の通りであります。

当事業年度
顧客との契約により生じた債権（期首残高） 261,246千円
顧客との契約により生じた債権（期末残高） 250,547千円
契約負債（期首残高） 57,641千円
契約負債（期末残高） 75,567千円

（4）残存履行義務に配分した取引価格
当社では残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の簡便法を適用し、当初に予想される

契約期間から１年以内の契約について注記の対象に含めていません。
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９．賃貸等不動産に関する注記
（1）賃貸等不動産の状況に関する事項

当社では、神奈川県内において賃貸用の建物（土地を含む）等を有しております。2026年６月期にお
ける当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は19,448千円（賃貸収入は営業外収益に、賃貸費用は営業外費
用に計上）であります。

（2）賃貸等不動産の時価に関する事項
貸借対照表計上額

当事業年度末の時価
当事業年度期首残高 当事業年度増減額 当事業年度末残高

311,087千円 △120,604千円 190,482千円 159,171千円
（注）１．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．当事業年度の主な増加は、固定資産の取得（1,454千円）であり、主な減少は固定資産の売却
（115,478千円）であります。

３．期末の時価は、固定資産税評価額に基づいて自社で算定した金額であります。

１０．退職給付に関する注記
（1）採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度、退職一時金制度を採用しております。
また、選択制確定拠出年金を採用しております。

（2）退職給付債務に関する事項
① 退職給付債務 △640,348千円
② 年金資産 555,242千円
③ 未積立退職給付債務（①＋②） △85,105千円

退職給付引当金 △85,105千円

（3）退職給付費用に関する事項
簡便法で計算した退職給付費用 34,611千円

（4）退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
当社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。
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１１．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
長期未払金否認 4,213千円
退職給付引当金繰入否認 26,561千円
その他有価証券評価差額金 1,475千円
投資有価証券評価損 305千円
減損損失 34,883千円
その他 28,713千円
繰延税金資産小計 96,152千円
評価性引当額 △44,945千円
繰延税金資産合計 51,207千円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 183,848千円
繰延税金負債合計 183,848千円
繰延税金負債の純額 132,641千円

１２．リースにより使用する固定資産に関する注記
リース取引は重要性が乏しいため、記載を省略しております。

１３．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 1,027円83銭
１株当たり当期純利益 82円33銭

１４．その他の注記
千円単位の記載は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2026年８月7日
株式会社タウンニュース社
取締役会 御中

明星監査法人
東京都千代田区
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 松 本 保 範
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 福 島 泰 三

監査意見
当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社タウンニュース社の2025年7月

1日から2026年6月30日までの第46期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資
本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）
について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規
定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしてい
る。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は

その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その

他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する

ことにある。
計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記
事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書
類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守

したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するため
の対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用してい
る場合はその内容について報告を行う。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書

当監査役会は、2025年７月１日から2026年６月30日までの第46期事業年度における取
締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議のうえ、本監査
報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び
結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分
担等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び
監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び
主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保
するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社
法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内
容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役
及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じ
て説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検
証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを
確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する
品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に
応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記）及び
その附属明細書について検討いたしました。
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２．監査の結果
（1） 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して
いるものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事
実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当
該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について
も、指摘すべき事項は認められません。

（2） 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人明星監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年８月７日
株式会社タウンニュース社 監査役会
常勤監査役 宮 下 耕 ㊞
社外監査役 栗 原 和 子 ㊞
社外監査役 薮 田 直 秀 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項
第１号議案 剰余金処分の件
剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。
期末配当に関する事項

第46期の期末配当につきましては、株主利益重視の見地から継続的かつ安定した配当
を行うことを基本方針としております。
当事業年度の期末配当につきましては財務状況や通期の業績等を総合的に勘案したうえ

で普通配当１株あたり２１円とし、今年上場２０周年を迎えることから株主の皆様に感謝
の意を表して１株あたり１円の記念配当を実施し、普通配当と記念配当を合わせ１株あた
り２２円といたしたいと存じます。
（1）配当財産の種類

金銭といたします。
（2）配当財産の割当に関する事項及び総額

当社普通株式１株につき金2２円といたしたいと存じます。
なお、この場合の配当総額は121,453,706円となります。

（3）剰余金の配当が効力を生じる日
2026年９月24日といたしたいと存じます。
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第２号議案 取締役1名選任の件
取締役秋山純夫氏は、2026年7月10日に逝去され、同日をもって取締役を退任いたしま

した。つきましては、同氏の後任として取締役1名の選任をお願いいたしたいと存じます。
なお、定款の規定により、本総会において選任された取締役の任期は、他の在任取締役の

任期の満了する時（2027年開催の定時株主総会終結の時まで）となります。
取締役候補者は、次のとおりであります。
氏 名
(生 年 月 日)

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社
の 株 式 数

社外取締役候補者
細
ほ そ の
野 和寿

かずとし

(1968年11月8日生)
【新任】

1992年10月 監査法人トーマツ（現有限責任監査法人トー
マツ）東京事務所入所

1996年 4 月 公認会計士登録
2012年 7 月 有限責任監査法人トーマツパートナー就任
2025年 6 月 日本公認会計士協会神奈川県会副会長（現任）
2025年 7 月 日本公認会計士協会理事（現任）
2025年11月 細野和寿公認会計士事務所設立

所長（現任）

0株

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割】
細野和寿氏は、公認会計士としての豊富な経験があり、財務会計に関する幅広い知見を有しており、当社経

営への助言を行うなど、その経験を活かしていただくために社外取締役候補者としての選任をお願いするもの
であります。

（注）1. 細野和寿氏が有限責任監査法人トーマツ在籍時代の2016年6月期〜2022年6月期に当社の監査を担当していましたが、
2023年6月期より明星監査法人が当社の監査を行っており、現在は当社と細野和寿氏との間には特別な利害関係はあ
りません。

2．取締役候補者の所有する当社株式数は、2026年６月30日現在の状況を記載しております。
3．細野和寿氏は社外取締役候補者であります。

【ご参考】本株主総会後のスキル・マトリックス
氏 名 企業経営 財 務

会 計
営 業

マーケティング
法 務

コンプライアンス
ESG

サステナビリティ
人 事
人材育成

紙 面
コンテンツ品質

宇山 知成 ● ● ● ● ● ● ●

露木 敏博 ● ● ●

北原 健祐 ● ● ●

岸井 幸生 ● ● ●

細野 和寿 ● ●
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第３号議案 監査役３名選任の件
監査役全員（３名）は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。つきまして

は、監査役３名の選任をお願いするものであります。
また、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、当社における地位
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社
の 株 式 数

１

宮
みやした
下 耕

こう

(1963年３月17日生)
【再任】

2007年12月 当社 入社
川崎支社

2018年３月 当社 事業開発室
2020年９月 当社 経営企画室
2021年７月 当社 事業推進部
2022年 9 月 当社 監査役（現任）

0株

【監査役候補者とした理由】
宮下耕氏は、当社の社内の細部にわたる業務に精通しており、また、当社における新規事業の内容

にも詳しく、監査役として適切に当社の取締役の職務の執行を監査することができると判断し、監査
役候補者といたしました。

２

社外監査役候補者
栗
くりはら
原 和子

か ず こ

(1959年12月９日生)
【再任】

1984年 １月 社会保険労務士・行政書士 栗原勇事務
所 入所

2004年 9 月 社会保険労務士栗原和子事務所 開設
2006年11月 特定社会保険労務士 付記
2013年 ５月 クオン社会保険労務士法人 設立

代表社員（現任）
2022年 9 月 当社 監査役（現任）

100株

【社外監査役候補者とした理由】
栗原和子氏は、特定社会保険労務士としての専門的な知識と幅広い経験を有しており、それらを社

外監査役として当社の監査に反映していただくことを期待したためであります。
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、当社における地位
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社
の 株 式 数

３

社外監査役候補者
薮
や ぶ た
田 直秀

なおひで

(1977年10月16日生)
【再任】

2001年４月 株式会社富士通ビジネスシステム（現
株式会社富士通マーケティング） 入社

2005年６月 同社 退社
2005年７月 ヤブタ塗料株式会社 入社
2009年７月 同社 代表取締役社長（現任）
2022年 9 月 当社 監査役（現任）

1,100株

【社外監査役候補者とした理由】
薮田直秀氏は、企業経営者として培ってきた経験により、企業経営に関する相当程度の知見を有し

ており、それらを社外監査役として当社の監査に反映していただくことを期待したためであります。
（注）1. 各監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

2. 監査役候補者の所有する当社株式数は、2026年６月30日現在の状況を記載しております。
3. 栗原和子氏と薮田直秀氏は、社外監査役候補者であります。
4. 栗原和子氏は、現に当社の社外監査役でありますが、社外監査役としての在任期間は、本総会終結の時をもって4年となり

ます。
5. 薮田直秀氏は、現に当社の社外監査役でありますが、社外監査役としての在任期間は、本総会終結の時をもって4年となり

ます。
6. 当社は薮田直秀氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。
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第４号議案 補欠監査役１名選任の件
2025年９月24日開催の第45期定時株主総会において選任いただいた補欠監査役栁川和秀

氏の選任の効力は本定時株主総会の開始の時までとされておりますので、法令の定める監査役
の員数を欠くことになる場合に備え、あらためて補欠監査役１名の選任をお願いするものであ
ります。
なお、補欠監査役の選任の効力は、就任前に限り、監査役会の同意を得て、取締役会の決議

によりその選任を取り消すことができるものとさせていただきます。
また、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
(生 年 月 日)

略 歴
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社
の 株 式 数

栁
やながわ
川 和秀

かずひで

(1964年７月18日生)

1988年 4 月 日本電信電話株式会社（NTT) 入社
1988年７月 株式会社NTTデータ 転籍
2000年３月 同社 退社
2000年４月 株式会社日動計画 入社
2003年11月 同社取締役 就任
2004年１月 同社代表取締役社長 就任（現任）

0株

【補欠の社外監査役候補者とした理由】
栁川和秀氏は、これまで経営者としての実務経験で培ってきた企業経営に関する相当程度の知見を有してお

り、社外監査役としての職務を適切に遂行することができると考え、補欠の社外監査役として適任であると判
断いたしました。

（注）１．補欠監査役候補者が代表取締役を務める株式会社日動計画と当社との間には、施設の管理運営業務委託契約に基づき第46期
中に4,021万円の取引があります。

２．補欠監査役候補者の所有する当社株式数は、2026年６月30日現在の状況を記載しております。
３．栁川和秀氏は、社外監査役候補者であり、補欠の社外監査役として選任をお願いするものであります。

以 上



株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図
会場：神奈川県横浜市青葉区荏田西二丁目１番３号

当社本社 １階イベントホール
TEL．045−913−4111（経営管理部）

■交通
・東急田園都市線「江田駅」下車 東口方面 徒歩２分
国道246号を渡っていただき正面階段を上りエントランスよりお入りください。
注）1. 急行・準急は停車いたしませんので途中駅にて各駅停車にお乗り換えください。

2. エントランスまでの正面階段は急傾斜ですので、車イスでご出席の株主様は、お手数ですが事前に
上記経営管理部宛にご連絡ください。別途ご案内いたします。

■株主総会でのお土産のご用意はございませんので、予めご了承ください。


